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１．１８年４月中間期の連結業績（平成１7年１１月１日～平成１8年４月３０日） 
（１）連結経営成績                                                               （百万円未満切捨） 

 売    上    高 営  業  利  益 経  常  利  益 
 百万円        ％ 百万円        ％ 百万円        ％

１８年４月中間期 ２，３６２  (△ 0.6) １６１ (△24.6) １５７  (△25.2) 

１７年４月中間期 ２，３７７  (△ 6.7) ２１３ (△15.1) ２１０  (△16.7) 

１７年１０月期 ４，６８０   ３４１  ３４２   
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当 

たり中間(当期)純利益 
 百万円        ％ 円              銭 円              銭

１８年４月中間期     １００  (△12.1)   １４  ７０  ― ― 

１７年４月中間期     １１４  (△12.5)   １６    ６１  ― ― 

１７年１０月期   １８６     ２４    ９３  ― ― 

（注）１．持分法投資損益  １８年４月中間期  ―百万円  １７年４月中間期  ―百万円 １７年１０月期 ―百万円 

２．期中平均株式数（連結） １８年４月中間期  6,841,782株  １７年４月中間期  6,891,187株 

                      １７年１０月期  6,883,354株 

     ３．会計処理の方法の変更    無 

     ４．売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
（２）連結財政状態 
 総   資   産 株  主  資  本 株主資本比率 1株当たり株主資本
 百万円 百万円 ％ 円 銭

１８年４月中間期 ５，８４８     ３，７１１      ６３．４     ５４５  ９２ 

１７年４月中間期 ５，８４６     ３，６４５    ６２．３     ５２９  ５０ 

１７年１０月期 ５，６６９     ３，７３０      ６５．８     ５４０  ７８ 

（注） 期末発行済株式数（連結）   １８年４月中間期  6,798,263株  １７年４月中間期  6,884,248株 

                     １７年１０月期  6,871,248株 
（３）連結キャッシュ・フローの状況 
 営業活動による 

キャッシュ･フロー 
投資活動による
キャッシュ･フロー

財務活動による 
キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高

 百万円 百万円 百万円 百万円

１８年４月中間期 ２１８       ２０     △１１０      ９２５    

１７年４月中間期 ２２２      △１４８     △ ３５      ９９０    

１７年１０月期     ３３２        △３５１        △１３６        ７９７    

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

      連結子会社数   ２社       持分法適用非連結子会社数   ―社       持分法適用関連会社数   ―社 

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

      連結(新規)   ―社      (除外)   ―社         持分法(新規)   ―社      (除外)    ―社 
２．１８年１０月期の連結業績予想（平成１７年１１月１日～平成１８年１０月３１日） 
 売    上    高 経   常   利  益 当  期  純  利  益 

 百万円 百万円 百万円

通            期 ４,８３７ ３２５ １８４ 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）     ２７円１８銭 

（ 注 ）上記予想の前提条件及びその他の関連する事項については、連結添付資料６頁「通期の業績見通し」をご参照

下さい。 
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１．企業集団の状況 

 当社グループは、エイケン工業株式会社(当社)及び子会社２社及び関連会社１社により構成されております。 

 当社グループの事業に係わる位置付けは次の通りであります。 

事業の種類別セグメントの名称 事 業 の 内 容 会 社 名 

自動車用フィルターの製造・販売 当社 

自動車用フィルターの販売 株式会社ビック・イースト 

自動車用フィルターの販売 パシフィック工業株式会社 
フ ィ ル タ ー 事 業 

荷造包装資材の製造・販売 フジパック株式会社 

燃 焼 機 器 事 業 ガス機器の製造・販売 当社 

 

 事業の系統図は次の通りであります。 

得          意          先 
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 ㈱ビック・イースト 

パシフィック工業㈱ 
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２．経営方針 

（１）経営の基本方針 

当社グループは、｢常に創造と革新の力を養い、勇気と決断で任務を遂行し、反省を忘れず、信頼と調和に満ち

た価値ある企業集団を築きあげよう｣という理念のもと、研究開発型企業として、常に高い収益性を目指し、地域

社会、株主に貢献することを基本方針としております。 

 

 （２）利益配分に関する基本方針 

    上記の経営方針のもと、如何なる情勢下においても収益性の維持向上に努め業績に対応した配当を行うことを

基本に、株主の皆様への利益還元を経営の重要課題と位置付けております。 

    内部留保資金については、業容の拡大に向けた財務体質の強化、生産コスト削減のための設備投資及び新製品

の開発のための研究開発投資を行い、将来の安定した収益を確保することにより、株主の皆様のご期待に応えて

まいる所存であります。 

 

  （３）投資単位の引き下げに関する考え方及び方針等 

    当社は１単元の株式数を1,000株としており、当社の株価は500円から550円前後で推移していることから、

投資単位の引き下げ目安として示しております「50万円以上」を若干上回っている状況であります。しかし、現

時点では、特段の措置を講ずる必要はないものと考えております。当社の株価が長期的、継続的に現在の水準を

大幅に上回って推移する状態になった場合に、改めて検討したいと考えております。 

 

 （４）目標とする経営指標 

    当社グループは、重要な経営指標として、ＲＯＥ（株主資本利益率）９％を目標としております。ＲＯＥ（株

主資本利益率）を重視した経営により、企業の経営基盤を強化し、安定的な成長を図っていく所存であります。 

 

（５）中長期的な会社の経営戦略 

    当社グループの中長期的な経営戦略としては、以下の様なことに取り組んでまいります。 

   ①フィルター事業の販売拡大 

     当社グループは、同業者、カーショップ、ガソリンスタンド卸商社、石油元売及び輸出等のルートを持ち販

売しております。今後は、高性能オイルフィルター、大型車用フィルター及びプレス部品の販売に取り組んで

まいります。また、自動車用以外のフィルターの開発にも取り組み、販売品目を増やしてまいります。 

   ②燃焼機器事業の販売拡大 

     当社グループが開発した厨房機器（フライヤー及び茹で麺器等）は、省エネで環境にも優しい機器であり、

正に時代にマッチした商品と確信しております。今後は、従来品との差別化を武器にガス会社、厨房メーカー

及び外食産業にも認知して頂くように取り組み、拡販を図ってまいります。また、熱交換器の販売にも取り組

んでまいります。 

   ③生産体制の充実 

     フィルター事業は、大型車用フィルターの生産体制を整備すると共に、効率的な生産・出荷体制の構築を目

指し、取り組んでまいります。 

     燃焼機器事業は、機械設備の稼働率向上及び生産体制の充実を図ってまいります。 

 

（６）対処すべき課題 

    自動車の補修用フィルター市場は、今後、益々競争が激化していくことが予想されます。そのような状況のな

かで収益を確保し、長期的な安定成長を図っていくための戦略としては、高品質・低コスト生産体制の確立、情

報収集及び企画立案型の営業活動による拡販、第２の柱としての燃焼機器事業の拡大、さらに、自動車用フィル

ター以外のフィルターの開発に取り組むことにより、新たな成長を目指してまいります。 
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 （７）その他、会社の経営上重要な事項 

    該当事項はありません。 
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３．経営成績及び財政状態 

（１）経営成績 

    当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、自動車関連、金融機関及び証券会社等幅広い業種での収益の改

善が見られ、その影響で雇用環境も良くなり、消費も回復してまいりました。しかし、同じ業種でも業績の良い

企業とそうでない企業との二極化傾向が見られ、また、中小企業ではまだまだ厳しい状況が続いており、本格的

な景気回復とまでは言えないのが実態ではないかと思われます。 

        自動車の補修用フィルター業界におきましては、新車の生産用に供給しているカーメーカー系列のフィルター

メーカーでは、補修用として主にカーディーラーに供給し、補修用フィルターメーカーでは、主にガソリンスタ

ンド、カーショップ及び整備工場等に供給しております。近年はカーディーラーが、アフターサービスに積極的

に取り組んでいるために、補修用フィルターメーカーの市場であるガソリンスタンド及びカーショップ向け等は

厳しい状況にあります。また、海外からの安価な商品が入って来ているなかで、原油の高騰及び鋼材単価の値上

げにより材料コストが上昇し、粗利率が低下し利益を圧迫しております。 

        このような環境の中にあって、当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ。）は、フィルター事業では、大

型車用フィルター及び高性能オイルフィルターの拡販に向けての営業活動を図ると共に新規顧客の獲得に取り組

んでまいりました。さらに、燃焼機器事業では、フライヤー及び茹で麺器に関しては、既存の得意先への販売及

び新規得意先の開拓に取り組む一方で、熱交換器の拡販にも取り組んでまいりました。 

しかしながら、フィルター事業は、売上高では子会社の売上減少により、若干減少しましたが、燃焼機器事業

は、拡販活動が功を奏し増加しました。その結果、売上高23億62百万円（前年同期比0.6％減）、経常利益は、

経費削減を行いましたが、原油の高騰及び鋼材単価の値上げによる材料コストが上昇したため１億57百万円（前

年同期比25.2％減）、中間純利益は１億円（前年同期比12.1％減）となりました。 

    事業の種類別セグメント別の業績は、次の通りであります。 

 

    フィルター事業 

     国内では、純正の系列メーカー向け及びガソリンスタンド向けの受注は増加しましたが、カーショップ向け

が減少いたしました。輸出ではヨーロッパ及び東南アジア向け共前期とほぼ横ばいとなり、全体的には若干減

少いたしました。その結果、売上高は21億51百万円（前年同期比1.8％減）、営業利益は２億82百万円（前

年同期比17.6％減）となりました。 

 

    燃焼機器事業 

     厨房機器は、蒸し器及び据え置きタイプのフライヤーの受注が増加したこと及びコインランドリー用及び調

理用回転釜バーナの受注が増加しました。その結果、売上高は２億10百万円（前年同期比13.1％増）、営業損

失は５百万円（前年同期は営業損失14百万円）となりました。 
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（２）財政状態 

    当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の中間期末残高は、税金等調整前中

間純利益が１億66百万円となったことにより、９億25百万円（前年同期比65百万円減）となりました。 

    当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。 

 

   （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

    営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益が１億66百万円となったこと及び賞与引当金

が87百万円増加したものの、法人税等の支払額が50百万円となったことにより２億18百万円（前年同期比４百

万円減）の収入となりました。 

 

   （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

     投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の預入による支出が１億18百万円となったこと及び有形固定

資産の取得による支出が86百万円になったものの、定期預金の戻入による収入が１億92百万円となったこと及

び投資有価証券の売却による収入が40百万円となったことにより20百万円（前年同期は１億48百万円の支出）

の収入となりました。 

 

   （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

    財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入れによる収入が４億５百万円となったものの、長期借入金の

返済による支出が３億43 百万円となったこと及び配当金の支払額が１億２百万円となったことにより、１億 10

百万円（前年同期は35百万円の支出）の支出となりました。 

 

    当企業集団のキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記の通りであります。 

 平成17年４月期 平成18年４月期 平成17年10月期 

自己資本比率（％） 62.3 63.4 65.8

時価ベースの 

自己資本比率（％） 
62.4 65.1 66.7

債務償還年数（年） 4.4 4.2 2.7

インタレスト・カ 

バレッジ・レシオ 
30.7 32.0 23.4

   （注）自己資本比率：自己資本／総資産 

      時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

      債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

      インタレスト・ガバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

      １．各指標は、いずれも連結ベース財務数値により計算しております。 

      ２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により計算しております。 

      ３．営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ･フロー      

        を使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払ってい

る全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利

息の支払額を使用しております。 
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 （３）通期の業績見通し 

    下期の見通しにつきましては、大手企業の収益改善により、雇用の増加及び消費の拡大傾向は今後も続くと思

われますが、米国や中国の経済情勢の変化及び原油の高騰等も考えられ、今後の企業収益への影響が懸念されま

す。 

このような状況の中で当社グループとしては、フィルター事業では、今後も高性能オイルフィルター及び大型

車用フィルター等の拡販を図り、受注回復に向けて取り組んでまいります。また、燃焼機器事業では、組織変更

を行い、機器事業部として営業、製造、技術を統合し、３業務が一丸となって燃焼機器事業の拡販に取り組む体

制をとりました。この体制で茹で麺器及びフライヤーの拡販に向けて取り組んでまいります。利益面では利益確

保に向けて、より一層の経費削減に取り組んでまいります。 

通期の連結業績の見通しにつきましては、売上高48 億 37 百万円、経常利益３億25 百万円、当期純利益１億

84百万円を見込んでおります。 

 

（４）事業等のリスク 

  ①自動車用フィルターに特化した事業について 

    当社グループの主な事業は、自動車用フィルター事業及び燃焼機器事業であり、売上高では、自動車用フィ

ルター事業が約90％を占めております。当社グループが製造及び販売する自動車用フィルターは、内燃機関等

を動力とする自動車の機能部品でありますが、現在開発が進めれれている燃料電池車及び電気自動車等に代表

する次世代の自動車では、自動車用フィルターが不要になる可能性があります。 

   

  ②自動車用フィルター業界の競争 

    自動車用フィルターは、東南アジア等で生産される安価な製品が年々増加してきており、コスト面における

競争は非常に激化しております。当社グループは、生産効率の向上及び経費削減等の企業努力によりコスト競

争力の維持を図ってまいりますが、今後、収益力が低下する可能性があります。 

   

  ③地震発生による影響 

    当社グループの生産設備は静岡県御前崎市であるため、想定されている東海地震が発生した場合は、生産設

備等に影響を受け生産が出来なくなる可能性があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 －7－

４．中間連結財務諸表等 

（１）中間連結貸借対照表 

（単位：千円単位未満切捨） 

前中間連結会計期間末 

(平成17年４月30日現在) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年４月30日現在) 

前連結会計年度要約連結貸借対照表 

(平成17年10月31日現在)
期   別  

  科   目 
金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 構成比

（  資  産  の  部  ） ％ ％ ％

Ⅰ 流 動 資 産   

   1．現 金 及 び 預 金※2 1,865,659 1,770,053  1,716,008 

   2．受取手形及び売掛金※4 1,120,375 1,149,735  1,108,695 

   3. た な 卸 資 産 741,060 693,109  663,491 

   4．そ の 他  92,296  96,638  61,297 

   5. 貸 倒 引 当 金 △   2,486 △   3,337  △   3,290 

      流 動 資 産 合 計 3,816,905 65.3 3,706,200 63.4 3,546,201 62.5

Ⅱ 固 定 資 産  

  (1) 有 形 固 定 資 産※1  

   1．建 物 及 び 構 築 物※2 539,232 506,262  520,785 

   2．機械装置及び運搬具 365,060 368,578  390,155 

   3. そ の 他※2 382,591 425,010  406,992 

      有形固定資産合計 1,286,884 22.0 1,299,851 22.2 1,317,933 23.3

  (2) 無 形 固 定 資 産 5,845 0.1 5,604 0.1 6,503 0.1

  (3) 投資その他の資産  

   1．投 資 有 価 証 券※2 353,331 472,539  424,135 

   2．そ の 他 389,954 369,934  385,904 

   3. 貸 倒 引 当 金 △   6,295 △   5,922  △   10,999 

      投資その他の資産合計 736,990 12.6 836,551 14.3 799,039 14.1

      固 定 資 産 合 計 2,029,720 34.7 2,142,007 36.6 2,123,476 37.5

      資 産 合 計 5,846,625 100.0 5,848,207 100.0 5,669,677 100.0
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（単位：千円単位未満切捨） 

前中間連結会計期間末 

(平成17年４月30日現在) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年４月30日現在) 

前連結会計年度要約連結貸借対照表 

(平成17年10月31日現在)
期   別  

  科   目 
金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 構成比

（  負 債 の  部  ） ％ ％ ％

Ⅰ 流 動 負 債  

   1．支払手形及び買掛金 406,903 393,158   399,839 

   2．短 期 借 入 金※2 778,970 219,087  527,476 

   3．賞 与 引 当 金 120,320 115,143  27,968 

   4．そ の 他 301,490 271,308  219,409 

      流 動 負 債 合 計 1,607,684 27.5   998,697 17.1 1,174,694 20.7

Ⅱ 固 定 負 債  

   1. 長 期 借 入 金※2 212,243 713,773  370,309 

   2. 退 職 給 付 引 当 金  99,427 101,319   94,115 

   3．役員退職慰労引当金 221,942 233,825  227,961 

   4．そ の 他 44,370 61,710    49,975 

      固 定 負 債 合 計   577,983  9.9 1,110,627 19.0 742,361 13.1

      負 債 合 計 2,185,667 37.4 2,109,325 36.1 1,917,055 33.8

   （ 少数株主持分 ）  

      少 数 株 主 持 分 15,682 0.3 27,544 0.5 21,849 0.4

（  資 本 の  部  ）  

Ⅰ 資 本 金 601,800 10.3 601,800 10.3 601,800 10.6

Ⅱ 資 本 剰 余 金 389,764 6.6 389,764 6.7 389,764 6.9

Ⅲ 利 益 剰 余 金 2,779,321 47.5 2,834,165 48.4 2,851,380 50.3

Ⅳ その他有価証券評価差額金 39,778 0.7 100,781 1.7 60,225 1.0

Ⅴ 自 己 株 式 △  165,389 △2.8 △  215,173 △3.7 △  172,397 △3.0

      資 本 合 計 3,645,275 62.3 3,711,338 63.4 3,730,772 65.8

      負債､少数株主持分及び資本合計 5,846,625 100.0 5,848,207 100.0 5,669,677 100.0
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（２）中間連結損益計算書 

（単位：千円単位未満切捨） 

前中間連結会計期間 

自 平成16年11月 1 日

至 平成17年 4 月30日

当中間連結会計期間 

自 平成17年11月 1 日 

至 平成18年 4 月30日 

前連結会計年度要約連結損益計算書 

自 平成16年11月 1 日

至 平成17年10月31日

期   別  

  科   目 
金    額 百分比 金    額 百分比 金    額 百分比

 ％ ％ ％

Ⅰ 売 上 高 2,377,346 100.0 2,362,612 100.0 4,680,011 100.0

Ⅱ 売 上 原 価 1,704,513 71.7 1,735,266 73.4 3,416,492 73.0

    売 上 総 利 益 672,833 28.3 627,345 26.6 1,263,519 27.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費  ※1 459,025 19.3 466,097 19.8 921,746 19.7

    営 業 利 益 213,807 9.0 161,248 6.8 341,773 7.3

Ⅳ 営 業 外 収 益  

1.  受 取 利 息 1,336 3,565  3,830 

2.  受 取 配 当 金 966 1,056  4,961 

3.  賃 貸 料 収 入 4,630 4,895  9,441 

4. そ の 他 1,437 2,357  4,947 

    営 業 外 収 益 合 計 8,370 0.4 11,874 0.5 23,180 0.5

Ⅴ 営 業 外 費 用  

1.  支 払 利 息 5,830 6,269  11,932 

2.  売 上 割 引 3,032 4,146  5,973 

3.  手 形 売 却 損 1,158   642  2,315 

4.  投資有価証券評価損          ― 4,419  1,371 

5.  そ の 他 1,632 213  1,271 

    営 業 外 費 用 合 計 11,654 0.5 15,691 0.6 22,864 0.5

    経 常 利 益 210,523 8.9 157,431 6.7 342,089 7.3

Ⅵ 特 別 利 益  

1.  投資有価証券売却益 1,049 9,127  1,049 

2.  貸 倒 引当金戻入益 699 500           ― 

3.  解 約 保 険 差 益          ―          ―    535 

4.  保 険 金 収 入 1,788          ―  1,980 

  特 別 利 益 合 計 3,537 0.1 9,627 0.4 3,565 0.1

Ⅶ 特 別 損 失  

1. 固 定 資 産 除 却 損※2 693 890  1,998 

2. 固 定 資 産 売 却 損※3 118 122  667 

3.  貸 倒 引当金繰入額※4 400          ―  75 

 特 別 損 失 合 計 1,212 0.0 1,012 0.1 2,740 0.1

    税金等調整前中間(当期)純利益 212,848 9.0 166,046 7.0 342,914 7.3

    法人税､住民税及び事業税 133,108 5.6 121,236 5.1 142,055 3.0

   法 人 税 等 調 整 額 △ 42,966 △1.8 △ 52,157 △2.2 4,400 0.1

    少数株主利益(控除) 8,221 0.4          ― ― 9,915 0.2

    少数株主損失(加算)          ― ― 3,670 0.2          ― ―

    中 間 (当 期 )純 利益 114,484 4.8 100,637 4.3 186,543 4.0
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（３）中間連結剰余金計算書 

                                （単位：千円単位未満切捨） 

前中間連結会計期間 

自 平成16年11月 1 日

至 平成17年 4 月30日

当中間連結会計期間 

自 平成17年11月 1 日 

至 平成18年 4 月30日 

前連結会計年度要約連結損益計算書 

自 平成16年11月 1 日

至 平成17年10月31日

期   別  

  科   目 
金        額 金        額 金        額 

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 389,764 389,764 389,764

Ⅱ 資本剰余金中間期末（期末）残高 389,764 389,764 389,764

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 2,783,080 2,851,380 2,783,080

Ⅱ 利益剰余金増加高  

 中間（当期）純利益 114,484 114,484  100,637 100,637 186,543 186,543

Ⅲ 利益剰余金減少高  

 1. 配 当 金 103,343 102,953  103,343

 2. 役 員 賞 与 14,900 118,243 14,900 117,853 14,900 118,243

Ⅳ  利益剰余金中間期末（期末）残高 2,779,321 2,834,165 2,851,380
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（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書 

                                 （単位：千円単位未満切捨） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

自 平成16年11月 1 日 

至 平成17年 4 月30日 

自 平成17年11月 1 日 

至 平成18年 4 月30日 

前連結会計年度の要約 

連結ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ計算書 

自 平成16年11月 1 日 

至 平成17年10月31日 

期   別  

   

科   目 

金    額 金    額 金    額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

  1．税金等調整前中間(当期)純利益 212,848 166,046 342,914

  2．減価償却費 64,323 69,179 145,301

 3．退職給付引当金の増加・減少(△)額 3,227 7,203 △    2,084

  4．賞与引当金の増加・減少(△)額 91,583 87,175 △      767

  5．貸倒引当金の増加・減少(△)額 △      299 △    5,030      5,210

  6．役員退職慰労引当金の増加・減少(△)額      6,019      5,863     12,039

  7．受取利息及び受取配当金 △    2,303 △    4,621 △    8,792

  8．支払利息 5,830 6,269 11,932

   9. 投資有価証券評価損         ― 4,419 1,371

 10．固定資産除却損 693 890  1,998

 11．固定資産売却損 118 122   667

 12. 投資有価証券売却益 △    1,049 △    9,127 △    1,049

  13. 解約保険差益         ― ― △      535

 14. 保険金収入 △    1,788 ― △    1,980

 15. 売上債権の増加(△)・減少額 76,641     △   36,458     83,739

 16. たな卸資産の増加(△)・減少額     △   68,426     △   29,617      9,142

 17. 仕入債務の増加・減少(△)額     △   30,156     △    6,681 △   37,219

 18. 未払消費税等の増加・減少(△)額 △    9,036     13,303 △   16,374

 19．役員賞与の支払額 △   14,900 △   14,900 △   14,900

 20．その他 △      413     17,532      3,889

小        計 332,913 271,567 534,501

 21．利息及び配当金の受取額 1,921 4,077 7,513

 22．災害による保険金の受取額     1,788 ― 1,980

 23．利息の支払額 △    7,229 △    6,805 △   14,156

 24．法人税等の支払額 △  107,003 △   50,723 △  197,585

    営業活動によるキャッシュ・フロー 222,392 218,115 332,253

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

  1．定期預金の預入による支出 △  248,500 △  118,500 △1,099,200

  2．定期預金の払戻による収入 302,000 192,000 1,108,000

  3．有形固定資産の取得による支出 △  107,265 △   86,046 △  226,552

  4．投資有価証券の取得による支出 △  200,526 △      434 △  231,125

  5．投資有価証券の売却による収入 13,417 40,053 13,417

  6．投資有価証券の償還による収入 100,000 ― 100,000

  7．会員権の売却による収入 75 150 225

  8．その他の投資等の取得による支出 △    7,737 △    7,914 △   19,353

  9．その他の投資等の売却による収入 ― ―      2,812

 10．貸付けによる支出 △    1,500 △      900 △    2,500

 11．貸付金の回収による収入 1,133 1,815 2,418

   投資活動によるキャッシュ・フロー △  148,902     20,224 △  351,858

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

   1. 短期借入金純増加・純減少(△)額     27,000 △   26,000 70,000

   2. 長期借入れによる収入  80,000 405,000 280,000

   3. 長期借入金の返済による支出 △   32,505 △  343,925 △  368,933

   4. 自己株式の取得による支出 △    6,845 △   42,775 △   13,853

   5. 配当金の支払額 △  103,551 △  102,973 △  103,672

   財務活動によるキャッシュ・フロー △   35,901 △  110,674 △  136,458

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額         ―         379 0

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加・減少(△)額  37,588 128,045 △  156,062

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   953,071   797,008   953,071

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高   990,659   925,053   797,008
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（５）中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

①連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数   ２社 

連結子会社は次の通りです。 

  パシフィック工業株式会社、株式会社ビック・イースト 

 

②持分法の適用に関する事項 

イ．持分法を適用した関連会社 

該当事項はありません。 

ロ．持分法を適用しない関連会社 

１社（フジパック株式会社） 

ハ．持分法を適用しない理由 

上記関連会社は中間純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がな

いため、持分法の適用範囲から除外しております。 

 

③連結子会社の中間決算日（事業年度）等に関する事項 

     連結子会社の中間決算日は、パシフィック工業株式会社を除き中間連結決算日と一致しております。 

       パシフィック工業株式会社の中間決算日は３月31日であり、中間連結財務諸表の作成に当たっては、同決算

日現在の財務諸表を使用し、中間連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っ

ております。 

 

④会計処理基準に関する事項 

イ．重要な資産の評価基準及び評価方法 

      （イ）有価証券 

            その他有価証券 

時価のあるもの 

           中間決算末日の市場価格等に基づく時価法 

              （評価差額は､全部資本直入法により処理し､売却原価は､移動平均法により算定） 

               なお、組込デリバティブの時価を区分して測定することが出来ない複合金融商品は、複合金融商

品全体を時価評価し、評価差額を当中間連結会計期間の損益に計上しております。 

                  時価のないもの 

           移動平均法による原価法 

（ロ）デリバティブ取引により生ずる債権及び債務 

時価法 

（ハ）たな卸資産 

             商品・製品・半製品・仕掛品・原材料・貯蔵品（梱包材料） 

主として総平均法による原価法 

                貯蔵品（梱包材料以外） 

最終仕入原価法 

ロ．重要な減価償却資産の減価償却の方法 

       （イ）有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取得の建物（建物付属設備を除く）は定額法 

      なお、主な耐用年数は次の通りであります。 

          建物及び構築物      ７年～４７年 

      機械装置及び運搬具   ４年～１２年 

      そ の 他   ２年～１５年 

        （ロ）無形固定資産 

ソフトウェア（自社利用分）については社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法 

        （ハ）長期前払費用 

定額法 
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ハ．重要な引当金の計上基準 

      （イ）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しております。 

      （ロ）賞与引当金 

従業員に支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

      （ハ）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当中間連結会計期間末における退職給付債務及び中小企業退職金共

済等の支給見込額に基づき計上しております。 

（ニ）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間連結会計期間末要支給額を計上しておりま

す。 

 

ニ．重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

ホ．その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 

（イ）消費税等の会計処理 

            消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

    （ロ）中間連結会計期間に係る納付税額及び法人税等調整額 

            当連結会計年度において予定している特別償却準備金の積立て及び取崩しを前提として当中間連結会

計期間に係る金額を計算しております。 

 

⑤中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヵ月以

内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
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会計処理の変更 

前中間連結会計期間 

自 平成16年11月 1 日 
至 平成17年 4 月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成17年11月 1 日 
至 平成18年 4 月30日 

前 連結会計年度 

自 平成16年11月 1 日 
至 平成17年10月31日 

 

 

（固定資産の減損に係る会計基

準） 

 

 

 

 当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第６号

平成15 年 10 月 31 日）を適用して

おります。 

 

  これによる損益に与える影響は

ありません。 

 

 

注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

（平成17年４月30日現在） （平成18年４月30日現在） （平成17年10月31日現在） 

※1.有形固定資産の減価償却累計額 ※1.有形固定資産の減価償却累計額 ※1.有形固定資産の減価償却累計額 

2,651,681千円  2,762,712千円 2,710,276千円

   

※2.担保に供している資産及びこれに

対応する債務は次の通りでありま

す。 

※2.担保に供している資産及びこれに

対応する債務は次の通りでありま

す。 

※2.担保に供している資産及びこれに

対応する債務は次の通りでありま

す。 

  担保に供している資産   担保に供している資産   担保に供している資産 

 現金及び預金 41,000千円   現金及び預金 41,000千円  現金及び預金 41,000千円

 建物及び構築物 32,109千円   建物及び構築物 29,819千円  建物及び構築物 30,919千円

 その他（土地） 65,602千円   その他（土地） 65,602千円  その他（土地） 65,602千円

 投資有価証券 2,150千円   投資有価証券 4,050千円  投資有価証券 2,930千円

 合  計 140,862千円   合  計 140,471千円  合  計 140,452千円

上記物件について、一年以内に返済

予定の長期借入金60,722 千円、長

期借入金 181,626 千円の担保に供

しております。 

上記物件について、一年以内に返済

予定の長期借入金58,687 千円、長

期借入金 179,839 千円の担保に供

しております。 

上記物件について、一年以内に返済

予定の長期借入金57,432 千円、長

期借入金 154,725 千円の担保に供

しております。 

   

3.手形割引高 3.手形割引高 3.手形割引高 

 受取手形割引高 107,237千円   受取手形割引高  69,280千円  受取手形割引高 124,663千円

   

※4.中間連結会計期間末日満期手形の

取扱い 

  中間連結会計期間末日満期手形は

満期日に決済が行われたものとし

て処理しております。なお、内訳

は次の通りであります。 

※4.中間連結会計期間末日満期手形の

取扱い 

  中間連結会計期間末日満期手形は

満期日に決済が行われたものとし

て処理しております。なお、内訳

は次の通りであります。 

※4. 

 

 受 取 手 形 76,273千円   受 取 手 形 84,531千円   
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（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 

自 平成16年11月 1 日 

至 平成17年 4 月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成17年11月 1 日 

至 平成18年 4 月30日 

前 連 結 会 計 年 度 

自 平成16年11月 1 日 

至 平成17年10月31日 

※1.販売費及び一般管理費のうち主要

な費目及び金額は次の通りであり

ます。 

※1.販売費及び一般管理費のうち主要

な費目及び金額は次の通りであり

ます。 

※1.販売費及び一般管理費のうち主要

な費目及び金額は次の通りであり

ます。 

 運 搬 費 66,307千円   運 搬 費 65,413千円 運 搬 費 130,897千円

 役 員 報 酬 41,200千円   役 員 報 酬 41,113千円 役 員 報 酬 84,364千円

 給 料 130,192千円   給 料 131,604千円 給 料 260,343千円

 賞与引当金繰入額 33,868千円   賞与引当金繰入額 33,774千円 賞与引当金繰入額 12,999千円

 退職給付費用 6,351千円   退職給付費用 5,771千円 退職給付費用  8,510千円

 役員退職慰労引当金繰入額  6,019千円   役員退職慰労引当金繰入額  5,863千円 役員退職慰労引当金繰入額 12,039千円

     貸 倒 引 当 金 繰 入 額    51千円 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 5,139千円

   

※2.固定資産除却損の内訳は次の通り

であります。 

※2.固定資産除却損の内訳は次の通り

であります。 

※2.固定資産除却損の内訳は次の通り

であります。 

 機械装置及び運搬具 204千円   機械装置及び運搬具 405千円 機械装置及び運搬具   971千円

 有形固定資産の｢その他｣   有形固定資産の｢その他｣ 有形固定資産の｢その他｣ 

 (工具器具備品) 
489千円 

  (工具器具備品) 
484千円

(工具器具備品) 
634千円

 合  計 693千円   合  計 890千円 無形固定資産    391千円

      合  計  1,998千円

   

※3.固定資産売却損の内訳は次の通り

であります。 

※3.固定資産売却損の内訳は次の通り

であります。 

※3.固定資産売却損の内訳は次の通り

であります。 

 機械装置及び運搬具 118千円   機械装置及び運搬具 122千円 機械装置及び運搬具   667千円

   

※4.ゴルフ会員権の預託保証金に対す

るものであります。 

※4. 

 

※4.ゴルフ会員権の預託保証金に対す

るものであります。 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 

自 平成16年11月 1 日 

至 平成17年 4 月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成17年11月 1 日 

至 平成18年 4 月30日 

前 連 結 会 計 年 度 

自 平成16年11月 1 日 

至 平成17年10月31日 

現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

現金及び預金勘定 1,865,659千円 現金及び預金勘定 1,770,053千円 現金及び預金勘定 1,716,008千円

預入期間が 3ケ月を超える定期預金 △875,000千円 預入期間が 3ケ月を超える定期預金 △845,000千円 預入期間が 3ケ月を超える定期預金 △919,000千円

現金及び現金同等物 990,659千円 現金及び現金同等物 925,053千円 現金及び現金同等物   797,008千円
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５．リース取引関係 

前中間連結会計期間 

自 平成16年11月 1 日 

至 平成17年 4 月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成17年11月 1 日 

至 平成18年 4 月30日 

前 連 結 会 計 年 度 

自 平成16年11月 1 日 

至 平成17年10月31日 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

1.リース物件の取得価額相当額、 

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

1.リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

1.リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

 

機械装置 

及  び 

運 搬 具 

有形固定

資産のその他

(工具器具備品) 

無形固定

資産のその他

(ソフトウェア) 

合 計  

機械装置

及  び

運 搬 具

有形固定

資産のその他

(工具器具備品)

無形固定

資産のその他

(ソフトウェア)

合 計  

機械装置 

及  び 

運 搬 具 

有形固定

資産のその他

(工具器具備品) 

無形固定

資産のその他

(ソフトウェア)

合 計

取  得 
価  額 
相当額 

 

107,255 

 

17,252 

 

2,730 

千円 

127,237 

取  得 
価  額 
相当額 107,255    270 2,730

千円

110,255

取  得
価  額
相当額

 

107,255 

 

   270 2,730

千円

110,255

減価償却 
累計額 
相当額 

 

66,375 

 

15,352 

 

136 

     千円 

81,864 

減価償却 
累計額 
相当額 81,697     67 682

     千円

82,447

減価償却
累計額
相当額

 

74,036 

 

    40 409

     千円

74,486

中間期末 
残 高 
相当額 

 

40,880 

 

1,899 

 

2,593 

千円 

45,373 

中間期末 
残 高 
相当額 25,558   202 2,047

千円

27,808

中間期末
残 高
相当額

 

33,219 

 

  229 2,320

千円

35,769

   

2.未経過リース料中間期末残高相当

額 

2.未経過リース料中間期末残高相当

額 

2.未経過リース料期末残高相当額 

 

   

 １年以内 18,046千円   １年以内 14,653千円 １年以内 16,348千円  

 １ 年 超 28,949千円   １ 年 超 14,295千円 １ 年 超 20,729千円  

 合  計 46,995千円   合  計 28,949千円 合  計 37,078千円  

   

3.支払リース料、減価償却費相当 

額及び支払利息相当額 

3.支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

3.支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

 支払リース料 10,252千円   支払リース料  8,514千円 支払リース料 20,672千円  

 減価償却費相当額 9,454千円   減価償却費相当額 7,961千円 減価償却費相当額 19,059千円  

 支払利息相当額 597千円   支払利息相当額 385千円 支払利息相当額 1,100千円  

 

4.減価償却費相当額の算定方法 

 

4.減価償却費相当額の算定方法 

 

4.減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残 

  存価額を零とする定額法によって

おります。 

同   左 同   左 

   

5.利息相当額の算定方法 5.利息相当額の算定方法 5.利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得

価額相当額の差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

同   左 同   左 
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６．セグメント情報 

（１）事業の種類別セグメント情報 

前中間連結会計期間(自 平成16年11月１日 至 平成17年４月30日) 

（単位：千円） 

 フィルター事業 燃焼機器事業 計 消去又は全社 連 結 

売上高      

Ⅰ外部顧客に対する売上高 2,191,110 186,236 2,377,346 ― 2,377,346

Ⅱセグメント間の内部売上高又

は振替高 
― ― ― ― ― 

計 2,191,110 186,236 2,377,346 ― 2,377,346

営業費用 1,848,242 200,707 2,048,949 114,589 2,163,538

営業利益又は営業損失(△) 342,867   △ 14,471 328,396 △114,589 213,807

（注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

       ２．各区分の主な製品 

         (1) フィルター事業・・・・・オイルフィルター，エアーフィルター 

         (2) 燃焼機器事業・・・・・・フライヤー，各種バーナ 

       ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用114,589千円の主なものは、親会社本

社の総務部等管理部門に係る費用であります。 

 

当中間連結会計期間(自 平成17年11月１日 至 平成18年４月30日) 

（単位：千円） 

 フィルター事業 燃焼機器事業 計 消去又は全社 連 結 

売上高      

Ⅰ外部顧客に対する売上高 2,151,974 210,637 2,362,612 ― 2,362,612

Ⅱセグメント間の内部売上高又

は振替高 
― ― ― ― ― 

計 2,151,974 210,637 2,362,612 ― 2,362,612

営業費用 1,869,280 216,480 2,085,761 115,603 2,201,364

営業利益又は営業損失(△) 282,694   △  5,843 276,851 △115,603 161,248

（注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

       ２．各区分の主な製品 

         (1) フィルター事業・・・・・オイルフィルター，エアーフィルター 

         (2) 燃焼機器事業・・・・・・フライヤー，各種バーナ 

       ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用115,603千円の主なものは、親会社本

社の総務部等管理部門に係る費用であります。 

 

前連結会計年度(自 平成16年11月１日 至 平成17年10月31日) 

（単位：千円） 

 フィルター事業 燃焼機器事業 計 消去又は全社 連 結 

売上高      

Ⅰ外部顧客に対する売上高 4,293,547 386,464 4,680,011 ― 4,680,011

Ⅱセグメント間の内部売上高又

は振替高 
― ― ― ― ― 

計 4,293,547 386,464 4,680,011 ― 4,680,011

営業費用 3,689,440 415,677 4,105,117 233,121 4,338,238

営業利益又は営業損失(△) 604,107 △ 29,213 574,894 △233,121 341,773

（注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

       ２．各区分の主な製品 

         (1) フィルター事業・・・・・オイルフィルター，エアーフィルター 

         (2) 燃焼機器事業・・・・・・フライヤー，各種バーナ 

       ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用233,121千円の主なものは、親会社本

社の総務部等管理部門に係る費用であります。 
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（２）所在地別セグメント情報 

前中間連結会計期間(自 平成16年11月１日 至 平成17年４月30日)、当中間連結会計期間(自 平成 17

年11月１日 至 平成18年４月30日)及び前連結会計年度(自 平成16年11月１日 至 平成17年10月

31 日)において、当社グループは、本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び支店がないため、該当

事項はありません。 

 

（３）海外売上高 

前中間連結会計期間(自 平成16年11月１日 至 平成17年４月30日) 

                                       （単位：千円） 

  ヨーロッパ アジア その他 合 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 167,234 347,539 56,383 571,157  

Ⅱ 連 結 売 上 高 ― ― ― 2,377,346  

連結売上高に占める 
Ⅲ 
海外売上高の割合 

7.0% 14.6% 2.4% 24.0%  

(注) １．地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本国以外の区分に属する主な国または地域 

(1) ヨーロッパ…………ロシア・ポルトガル 

(2) アジア………………フィリピン・スリランカ 

(3) その他………………パラグアイ・キプロス 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

 

当中間連結会計期間(自 平成17年11月１日 至 平成18年４月30日) 

                                       （単位：千円） 

  ヨーロッパ アジア その他 合 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 207,980 328,264 37,022 573,267  

Ⅱ 連 結 売 上 高 ― ― ― 2,362,612  

連結売上高に占める 
Ⅲ 
海外売上高の割合 

8.8% 13.9% 1.6% 24.3%  

(注) １．地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本国以外の区分に属する主な国または地域 

(1) ヨーロッパ…………ロシア・ポルトガル 

(2) アジア………………フィリピン・スリランカ 

(3) その他………………キプロス・パラグアイ 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

 

前連結会計年度(自 平成16年11月１日 至 平成17年10月31日) 

                                       （単位：千円） 

  ヨーロッパ アジア その他 合 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 339,607 659,257  91,883 1,090,749  

Ⅱ 連 結 売 上 高 ― ― ― 4,680,011  

連結売上高に占める 
Ⅲ 
海外売上高の割合 

7.2% 14.1% 2.0% 23.3%  

(注) １．地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本国以外の区分に属する主な国または地域 

(1) ヨーロッパ…………ロシア・ポルトガル 

(2) アジア………………フィリピン・スリランカ 

(3) その他………………キプロス・パラグアイ 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 
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７．有価証券関係 

前中間連結会計期間（平成17年４月30日現在） 

（１）その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：千円） 

区  分 取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差  額 

①  株 式  116,591  215,045   98,454 

②  債 券   50,000   48,845 △ 1,155 

③  そ の 他   78,263   67,973 △10,289 

計  244,854  331,864   87,010 
 
（２）時価評価されていない主な有価証券 

（単位：千円） 

区  分 中間連結貸借対照表計上額

その他有価証券  

非上場株式 1,866 

計 1,866 
 
当中間連結会計期間（平成18年４月30日現在） 

（１）その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：千円） 

区  分 取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差  額 

①  株 式  115,003  327,810  212,807 

②  債 券   80,000   64,810 △15,190 

③  そ の 他   49,958   58,451    8,493 

計  244,962  451,072  206,110 

（注）「債券」の中には複合金融商品（取得原価30,000千円、中間連結貸借対照表計上額24,210千円）が含まれて

おり、その評価差額は中間連結損益計算書の営業外損益に計上しております。なお、評価損は当中間連結会計

期間に4,419千円計上しております。 
 
（２）時価評価されていない主な有価証券 

（単位：千円） 

区  分 中間連結貸借対照表計上額

その他有価証券  

非上場株式 1,866 

計 1,866 
 
前連結会計年度（平成17年10月31日現在） 

（１）その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：千円） 

区  分 取得原価 連結貸借対照表計上額 差  額 

①  株 式  117,180  249,217  132,036 

②  債 券   80,000   74,514 △ 5,486 

③  そ の 他   78,272   78,936      664 

計  275,453  402,668  127,215 

（注）「債券」の中には複合金融商品（取得原価30,000千円、連結貸借対照表計上額28,629千円）が含まれており、

その評価差額は連結損益計算書の営業外損益に計上しております。なお、評価損は当連結会計年度に 1,371

千円計上しております。 
 
（２）時価評価されていない主な有価証券 

（単位：千円） 

区  分 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券  

非上場株式 1,866 

計 1,866 
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８．デリバティブ取引関係 

前中間連結会計期間（自 平成16年11月１日 至 平成17年４月30日） 

取引の時価等に関する事項 

当中間連結会計期間末（平成17年４月30日） 

種類 契約額等 

（千円） 

契約額等の 

うち１年超 

（千円） 

時価 

（千円） 

評価損益 

（千円） 

クーポンスワップ取引 

支払固定・受取変動 
137,000 137,000 △1,250 △1,250 

合計 137,000 137,000 △1,250 △1,250 

（注）１．時価の算定方法 

         クーポンスワップ契約を締結している取引銀行から提示された価格によっております。 

      ２．上記クーポンスワップ契約における契約額等は想定元本額であり、この金額自体がデリバティブ取引に

係る市場リスク量を示すものではありません。 

 

当中間連結会計期間（自 平成17年11月１日  至 平成18年４月30日） 

取引の時価等に関する事項 

    （１）金利関連 

当中間連結会計期間末（平成18年４月30日） 

種類 契約額等 

（千円） 

契約額等の 

うち１年超 

（千円） 

時価 

（千円） 

評価損益 

（千円） 

クーポンスワップ取引 

支払固定・受取変動 
137,000 137,000     520     520 

合計 137,000 137,000     520     520 

（注）１．時価の算定方法 

         クーポンスワップ契約を締結している取引銀行から提示された価格によっております。 

       ２．上記クーポンスワップ契約における契約額等は想定元本額であり、この金額自体がデリバティブ取引に

係る市場リスク量を示すものではありません。 

 

    （２）複合金融商品関連 

組込デリバティブの時価を区分して測定できない複合金融商品は、複合金融商品全体を時価評価し、「７．

有価証券関係 （１）その他有価証券で時価のあるもの」に含めて記載しております。 

 

前連結会計年度（自 平成16年11月１日  至 平成17年10月31日） 

取引の時価等に関する事項 

    （１）金利関連 

前連結会計年度（平成17年10月31日） 

種類 契約額等 

（千円） 

契約額等の 

うち１年超 

（千円） 

時価 

（千円） 

評価損益 

（千円） 

クーポンスワップ取引 

支払固定・受取変動 
137,000 137,000     786     786 

合計 137,000 137,000     786     786 

（注）１．時価の算定方法 

         クーポンスワップ契約を締結している取引銀行から提示された価格によっております。 

       ２．上記クーポンスワップ契約における契約額等は想定元本額であり、この金額自体がデリバティブ取引に

係る市場リスク量を示すものではありません。 

 

（２）複合金融商品関連 

組込デリバティブの時価を区分して測定できない複合金融商品は、複合金融商品全体を時価評価し、「７．

有価証券関係 （１）その他有価証券で時価のあるもの」に含めて記載しております。 
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９．生産・受注及び販売の状況 

（１）生産実績 
    生産実績を事業の種類別セグメント別に示すと、次の通りであります。 

（単位：千円） 

前中間連結会計期間 

自 平成16年11月 1 日 

至 平成17年 4 月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成17年11月 1 日 

至 平成18年 4 月30日 

前 連 結 会 計 年 度 

自 平成16年11月 1 日 

至 平成17年10月31日 

期    別 

 

事業の種類別 

セグメントの名称 金 額 金 額 金 額 

フ ィ ル タ ー 事 業 1,630,693 1,616,837 3,102,981 

燃 焼 機 器 事 業   141,724   143,253   285,842 

合 計 1,772,418 1,760,091 3,388,823 

      (注)１．金額は、平均販売価格で記載しております。 

          ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
 
（２）仕入実績 

       仕入実績を事業の種類別セグメント別に示すと、次の通りであります。 

                                                                    （単位：千円） 

前中間連結会計期間 

自 平成16年11月 1 日 

至 平成17年 4 月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成17年11月 1 日 

至 平成18年 4 月30日 

前 連 結 会 計 年 度 

自 平成16年11月 1 日 

至 平成17年10月31日 

期    別 

 

事業の種類別 

セグメントの名称 金 額 金 額 金 額 

フ ィ ル タ ー 事 業   356,764   323,316   694,645 

燃 焼 機 器 事 業     8,222     8,336    18,809 

合 計   364,987   331,652   713,455 

      (注)１．金額は、仕入価格で記載しております。 

          ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
 
（３）受注実績 

       当社及び連結子会社は、見込生産方式をとっているため該当事項はありません。 
 
（４）販売実績 

       販売実績を事業の種類別セグメント別に示すと、次の通りであります。 

                                                                  （単位：千円） 

前中間連結会計期間 

自 平成16年11月 1 日 

至 平成17年 4 月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成17年11月 1 日 

至 平成18年 4 月30日 

前 連 結 会 計 年 度 

自 平成16年11月 1 日 

至 平成17年10月31日 

期    別 

 

事業の種類別 

セグメントの名称 金 額 金 額 金 額 

フ ィ ル タ ー 事 業 2,191,110 2,151,974 4,293,547 

燃 焼 機 器 事 業   186,236   210,637   386,464 

合 計 2,377,346 2,362,612 4,680,011 

      (注)１．金額は、販売価格で記載しております。 

         ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

         ３．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次の通りであります。 

                                                                    （単位：千円） 

前中間連結会計期間 

自 平成16年11月 1 日 

至 平成17年 4 月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成17年11月 1 日 

至 平成18年 4 月30日 

前 連 結 会 計 年 度 

自 平成16年11月 1 日 

至 平成17年10月31日 

期    別 

 

相  手  先 
金 額 割 合 金 額 割 合 金 額 割 合 

  %  %  %

ユニオンモーター㈱ 309,927 13.0 299,559 12.7 616,681 13.2 

Ｓ Ｐ Ｋ ㈱ 278,195 11.7 277,471 11.7 595,138 12.7 

ＰＩＡＡフィルター㈱ 250,000 10.5 246,124 10.4 473,135 10.1 

 


